尼崎市事務事業からの暴力団等の排除措置に関する要綱
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付則

第１章　総則

（この要綱の趣旨）
第1条　この要綱は、別に定めるものを除くほか、尼崎市暴力団排除条例（平成２５年尼崎市条例第１３号。以下「条例」という。）第１８条の規定に基づき、条例の施行（条例第７条から第１１条までの規定により、市の事務事業への暴力団等の関与を排除するために市が講ずべき措置（以下「排除措置」という。）の部分に限る。）について必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　⑴　暴力団　条例第２条第２号に規定する暴力団をいう。

⑵　役員等　次に掲げる者をいう。

　　ア　法人その他の団体（以下「法人等」という。）にあっては、役員（条例第２条第４号アに規定する役員をいう。）及び監督責任者（支配人、本店長、支店長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、その業務を監督する責任を有する者及び当該業務に対して当該者と同等以上の支配力を有すると認められる者（役員を除き、これらの者の権限を代行する権限を有する者を含む。）をいう。以下同じ。）

　　イ　法人等以外の者にあっては、その者及びその監督責任者
　⑶　警察　兵庫県警察本部長又は兵庫県警察における警察署の署長

　⑷　誓約書　自らが暴力団、暴力団員（条例第２条第３号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団密接関係者（同条第４号に規定する暴力団密接関係者をいう。以下同じ。）（以下「暴力団等」という。）に該当しない旨等を誓約する書面をいう。
第２章　契約事務において講ずべき措置
（一般競争入札等からの排除）

第３条　市長は、有資格者等（一般競争入札、指名競争入札若しくはせり売りの参加資格を有する者又は市が随意契約の方法による契約の相手方として選定される者をいう。以下同じ。）が暴力団等であるときは、当該有資格者等を一般競争入札若しくはせり売りに参加させ、指名競争入札に参加させようとする者として指名し、又は随意契約の方法による契約の相手方としないものとする。

２　尼崎市契約規則（昭和４１年尼崎市規則第９号。以下「契約規則」という。）第５条第２号（契約規則第２６条において準用する場合を含む。）に規定する入札に参加する者に必要な資格には、一般競争入札又はせり売りに参加する者が暴力団等ではないことを含むものとする。

（契約書の記載事項）

第４条　市長は、契約規則第２８条第１項に規定するもののほか、作成する契約書（特約書等を含む。以下この章において同じ。）に、次の各号に掲げる事項（その契約（特約等を含む。以下この章において同じ。）に、その契約の相手方が履行すべき業務（以下「請負等業務」という。）の全部又は一部を第三者に行わせてはならない旨の定めを設ける場合は、第４号、第５号及び第６号後段に掲げる事項を除く。）を記載するものとする。
⑴　市長は、契約の相手方に対し、役員等の氏名その他の必要な情報の提供を求めることができ、これらの情報を兵庫県尼崎南警察署長、兵庫県尼崎東警察署長又は兵庫県尼崎北警察署長（以下「尼崎南警察署長等」という。）に提供することにより当該契約の相手方が暴力団等であるかどうかについて意見を聴くことができること。
⑵　市長は、前号の規定による意見の聴取により得た情報について、請負等業務以外の業務において排除措置を講ずるために利用し、又は他の実施機関（尼崎市個人情報保護条例（平成１６年尼崎市条例第４８号）第２条第１号に規定する実施機関をいう。以下同じ。）に提供することができること。
⑶　市長は、契約の相手方が第７条各号のいずれかに該当するときは、当該契約を解除することができること。
⑷　契約の相手方は、請負等業務の全部又は一部を第三者に行わせようとする場合は、暴力団等にこれを行わせないこと（既に当該第三者との間で契約を締結している場合にあっては、当該契約を解除すること）。
⑸　契約の相手方は、請負等業務の全部又は一部を第三者に行わせる場合において、当該第三者が暴力団等であることが判明したときは、直ちに、その旨を市長に報告すること。

⑹　契約の相手方は、請負等業務の履行に当たり、暴力団等から当該請負等業務の妨害その他不当な要求（以下この号において「不当介入」という。）を受けたときは、直ちに、その旨を市長に報告し、及び警察に届け出て、捜査に必要な協力を行うこと。請負等業務の全部又は一部を第三者に行わせる場合において、当該第三者が暴力団等から不当介入を受けたときも、同様とすること。
（誓約等）

第５条　市長は、契約規則第３条（契約規則第２２条第１項において準用する場合を含む。）の規定により競争入札参加資格審査の申請をする者に対し、その申請の際、自らが暴力団等に該当しない旨等を書面により誓約させるものとする。

２　市長は、契約の締結時までに、契約の相手方に誓約書を提出させるものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

⑴　当該契約の契約金額が２００万円以下であるとき。
⑵　当該契約の相手方が国、地方公共団体その他の公共団体であるとき。

⑶　前２号に掲げるもののほか、当該契約の相手方が暴力団等でないことが明らかである場合で、市長が誓約書を提出させる必要がないと認めるとき。

３　前項第１号又は第２号に該当する場合において、市長は、特に必要があると認めるときは、同項ただし書の規定にかかわらず、契約の相手方に誓約書を提出させることができる。

４　市長は、工事請負契約において、その契約の相手方が下請契約（工事を他の者から請け負つた者と当該者以外の者との間で当該工事の全部又は一部について締結される請負契約をいう。以下同じ。）を締結する場合においては、当該契約の相手方に対し、当該下請契約の相手方をして誓約書を提出させることを求めるものとする。

５　市長は、前項の契約の相手方に、下請契約の相手方が提出した誓約書を保管させ、及び同項の工事請負契約に係る工事の完了届の提出時までに提出させるものとする。
６　前２項の規定は、下請契約の契約金額（同一の工事請負契約に係る複数の下請契約を同一の当事者間で締結した場合は、その合計金額）が２００万円以下であるときは、適用しない。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、この限りでない。
（下請契約等の不締結等の要求）

第６条　市長は、契約の相手方が請負等業務の全部又は一部を第三者に行わせる場合において、当該第三者が暴力団等であることが判明したときは、当該契約の相手方に対し、当該第三者との間で契約を締結しないこと（既に当該第三者との間で契約を締結している場合にあっては、当該契約を解除すること）を求めるものとする。
（契約の解除）

第７条　市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。

⑴　契約の相手方が暴力団等であることが判明したとき。

⑵　契約の相手方が、請負等業務全部又は一部を第三者に行わせる場合において、当該第三者が暴力団等であると知りながらその契約を締結したと認められるとき。
⑶　契約の相手方が前条の規定による要求に従わなかったとき。

⑷　前各号に掲げるもののほか、契約の相手方が正当な理由なく当該契約の条項に違反し、その違反により暴力団を利する行為をし、又はそのおそれがあると認められるとき。
（警察署長への照会等）

第８条　市長は、契約の相手方を決定しようとし、若しくは決定した場合又は契約の相手方が請負等の業務の全部若しくは一部を第三者に行わせようとし、若しくは行わせた場合において、これらの契約の相手方又は当該第三者が暴力団等である疑いがあるときその他必要があると認めるときは、条例第７条第２項の規定に基づき、これらの者が暴力団等であるかどうかについて、尼崎南警察署長等に照会し、その意見を聴くものとする。
（警察署長への届出等）

第９条　市長は、第４条第５号又は第６号の規定による報告を受けたときは、尼崎南警察署長等に届け出、その他必要な措置を講ずるものとする。

（適用除外）

第１０条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の４第２項の規定による行政財産の貸付け若しくは行政財産への私権の設定又は同条第３項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定による行政財産の貸付け（以下これらの行為を「行政財産の貸付け等」という。）に係る契約（特約等を含む。第５章第１節第１款において「行政財産貸付等契約」という。）及び地方自治法第２３８条の５第１項の規定により普通財産を貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、若しくは出資の目的とすること又は普通財産に私権を設定すること（以下「普通財産の貸付け等」という。）に係る契約（特約等を含む。第２６条において準用する同款において「普通財産貸付等契約」という。）については、第４条から前条までの規定は、適用しない。
２　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９条の規定に基づく都市計画事業、土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第３条第４項又は第５項の規定に基づく土地区画整理事業、都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）に基づく市街地再開発事業、土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条（同法第１３８条第１項において準用する場合を含む。）の規定による事業の認定を受けている事業その他の事業の施行に伴う土地、建物その他の物件の買収又はこれらの物件の移転若しくは除却の補償その他通常生ずべき損失の補償に係る契約については、第３条から前条までの規定は、適用しない。

第３章　補助金等の交付事業において講ずべき措置
（誓約）

第１１条　市長は、補助金等（条例第８条第１項に規定する補助金等をいう。以下同じ。）の交付の申請をする者（以下「交付申請者」という。）に対し、その申請の際、自らが暴力団等に該当しない旨等を書面により誓約させるものとする。
（交付決定の取消し等）

第１２条　市長は、補助金等の交付決定を受けた者が暴力団等であることが判明したときは、当該交付決定を取り消すことができる。この場合において、既に当該補助金等が交付されているときは、その返還を請求するものとする。

（警察署長への照会等）

第１３条　市長は、補助金等の交付決定をしようとし、又は交付決定をした場合において、その交付申請者又は交付決定を受けた者が暴力団等である疑いがあるときその他必要があると認めるときは、条例第８条第２項において準用する条例第７条第２項の規定に基づき、これらの者が暴力団等であるかどうかについて、尼崎南警察署長等に照会し、その意見を聴くものとする。

第４章　特定施設の利用等に対して講ずべき措置
（誓約）

第１４条　市長は、特定施設（条例第９条第１項に規定する特定施設をいう。以下同じ。）の利用（以下この章において「利用」という。）の許可（承認その他の処分を含む。以下この章において同じ。）又は特定施設における行為（以下この章において「行為」という。）の許可の申請をする者（以下この章において「許可申請者」という。）に対し、その申請の際、当該利用又は行為が暴力団を利することにならない旨等を書面により誓約させるものとする。
（警察署長への照会等）

第１５条　市長は、利用の許可若しくは行為の許可をしようとし、又はこれらの許可をした場合において、その許可申請者又はこれらの許可を受けた者が暴力団等である疑いがあるときその他必要があると認めるときは、条例第９条第２項の規定に基づき、これらの利用又は行為が暴力団の利益になるかどうかについて、尼崎南警察署長等に照会し、その意見を聴くものとする。

（指定管理者への適用）

第１６条　条例第９条第３項に規定する場合において、同項の指定管理者（地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）が利用の許可又は行為の許可、これらの取消しその他利用又は行為に関する業務を行うときは、当該指定管理者を市長とみなして、前２条の規定を適用することができる。この場合において、前条中「ときは」とあるのは「ときは、市長に対し」と、「第９条第２項」とあるのは「第９条第３項において読み替えて適用する同条第２項」と、「照会し、その意見を聴く」とあるのは「照会すること及びその意見を聴くことを求める」とする。
第５章　公有財産の貸付け等において講ずべき措置
第１節　行政財産の貸付け等において講ずべき措置
第１款　行政財産の貸付け等

（誓約）

第１７条　市長は、尼崎市公有財産規則（昭和５８年尼崎市規則第２７号。以下「公有財産規則」という。）第３６条第２項において準用する公有財産規則第３８条の規定による申請をする者（以下この款において「申請者」という。）に対し、当該申請の際、自らが暴力団等に該当しない旨等を書面により誓約させるものとする。

（契約書の記載事項）

第１８条　市長は、行政財産貸付等契約に係る契約書（特約書等を含む。以下この款において同じ。）に、次の各号に掲げる事項（当該行政財産貸付等契約に、行政財産の全部若しくは一部を転貸し、又は当該行政財産貸付等契約に基づいて生じるその相手方の権利の全部若しくは一部を譲渡してはならない旨の定めを設ける場合は、第４号、第５号及び第６号後段に掲げる事項を除く。）を記載するものとする。

⑴　市長は、行政財産貸付等契約の相手方に対し、役員等の氏名その他の必要な情報の提供を求めることができ、これらの情報を尼崎南警察署長等に提供することにより当該行政財産貸付等契約の相手方が暴力団等であるかどうかについて意見を聴くことができること。

⑵　市長は、前号の規定による意見の聴取により得た情報について、当該行政財産の貸付け等の業務以外の業務において排除措置を講ずるために利用し、又は他の実施機関に提供することができること。

⑶　市長は、行政財産貸付等契約の相手方が第２１条各号のいずれかに該当するときは、当該行政財産貸付等契約を解除することができること。

⑷　行政財産貸付等契約の相手方は、その行政財産の全部若しくは一部を転貸しようとし、又は当該行政財産貸付等契約に基づいて生じるその相手方の権利の全部若しくは一部を譲渡しようとする場合は、暴力団等をその相手方としないこと（既にその転貸又は譲渡（以下「転貸等」という。）の相手方（以下「転貸等の相手方」という。）との間でその転貸等に係る契約（特約等を含む。以下「転貸等契約」という。）を締結している場合にあっては、当該転貸等契約を解除すること）。

⑸　行政財産貸付等契約の相手方は、その行政財産の全部若しくは一部を転貸し、又は当該行政財産貸付等契約に基づいて生じるその相手方の権利の全部若しくは一部を譲渡する場合において、その転貸等の相手方が暴力団等であることが判明したときは、直ちに、その旨を市長に報告すること。
⑹　行政財産貸付等契約の相手方は、当該行政財産貸付等契約の履行に当たり、暴力団等からその行政財産に対する権利行使の妨害その他不当な要求（以下この号において「不当介入」という。）を受けたときは、直ちに、その旨を市長に報告し、及び警察に届け出て、捜査に必要な協力を行うこと。当該行政財産の全部若しくは一部を転貸し、又は当該行政財産貸付等契約に基づいて生じるその相手方の権利の全部若しくは一部を譲渡する場合において、その転貸等の相手方が暴力団等から不当介入を受けたときも、同様とすること。
（転貸等契約を締結する場合の誓約書の提出）

第１９条　市長は、行政財産貸付等契約の相手方が転貸等契約を締結する場合においては、当該行政財産貸付等契約の相手方に対し、その転貸等の相手方をして誓約書を提出させることを求めるものとする。
２　市長は、行政財産貸付等契約の相手方に、転貸等の相手方が提出した誓約書を提出させるものとする。
（転貸等契約の不締結等の要求）

第２０条　市長は、行政財産貸付等契約の相手方がその行政財産の全部若しくは一部を転貸し、又は当該行政財産貸付等契約に基づいて生じるその相手方の権利の全部若しくは一部を譲渡する場合において、その転貸等の相手方が暴力団等であることが判明したときは、当該行政財産貸付等契約の相手方に対し、当該転貸等の相手方との間で転貸等契約を締結しないこと（既に当該転貸等の相手方との間で転貸等契約を締結している場合にあっては、当該転貸等契約を解除すること）を求めるものとする。
（貸付等契約の解除）

第２１条　市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、行政財産貸付等契約を解除することができる。

⑴　行政財産貸付等契約の相手方が暴力団等であることが判明したとき。

⑵　行政財産貸付等契約の相手方が、その行政財産の全部若しくは一部を転貸し、又は当該行政財産貸付等契約に基づいて生じるその相手方の権利の全部若しくは一部を譲渡する場合において、その転貸等の相手方が暴力団等であると知りながらその契約を締結したと認められるとき。
⑶　行政財産貸付等契約の相手方が前条の規定による要求に従わなかったとき。

⑷　前各号に掲げるもののほか、行政財産貸付等契約の相手方が正当な理由なく当該行政財産貸付等契約の条項に違反し、その違反により暴力団を利する行為をし、又はそのおそれがあると認められるとき。

（警察署長への照会等）

第２２条　市長は、行政財産貸付等契約の相手方を決定しようとし、若しくは決定した場合又は行政財産貸付等契約の相手方がその行政財産の全部若しくは一部を転貸しようとし、若しくは転貸し、若しくは当該行政財産貸付等契約に基づいて生じるその相手方の権利の全部若しくは一部を譲渡しようとし、若しくは譲渡した場合において、その申請者、これらの行政財産貸付等契約の相手方又はその転貸等の相手方が暴力団等である疑いがあるときその他必要があると認めるときは、条例第７条第２項の規定に基づき、これらの者が暴力団等であるかどうかについて、尼崎南警察署長等に照会し、その意見を聴くものとする。

（警察署長への届出等）

第２３条　第９条の規定は、第１８条第５号又は第６号の規定による報告を受けたときについて準用する。

第２款　行政財産の使用許可
（誓約）

第２４条　市長は、公有財産規則第２９条の規定により行政財産の使用（以下この款において「使用」という。）の許可（地方自治法第２３８条の４第７項の規定による使用の許可をいう。以下同じ。）の申請をする者（以下この款において「許可申請者」という。）に、その申請の際、当該使用が暴力団を利することにならない旨等を書面により誓約させるものとする。
（警察署長への照会等）

第２５条　市長は、使用の許可をしようとし、又は使用の許可をした場合において、その許可申請者又は当該使用の許可を受けた者が暴力団等である疑いがあるときその他必要があると認めるときは、条例第１０条第３項において準用する条例第９条第２項の規定に基づき、これらの使用が暴力団の利益になるかどうかについて、尼崎南警察署長等へ照会し、その意見を聴くものとする。

第２節　普通財産の貸付け等において講ずべき措置
（準用）

第２６条　前節第１款の規定は、普通財産の貸付け等について準用する。この場合において、第１７条中「いう。）第３６条第２項において準用する公有財産規則」とあるのは「いう。）」と、第１８条各号列記以外の部分中「行政財産貸付等契約」とあるのは「普通財産貸付等契約」と、「行政財産の」とあるのは「普通財産の」と、同条第１号及び第３号中「行政財産貸付等契約」とあるのは「普通財産貸付等契約」と、同条第４号及び第５号中「行政財産貸付等契約」とあるのは「普通財産貸付等契約」と、「行政財産の」とあるのは「普通財産の」と、同条第６号中「行政財産貸付等契約」とあるのは「普通財産貸付等契約」と、「行政財産に」とあるのは「普通財産に」と、「行政財産の」とあるのは「普通財産の」と、第１９条中「行政財産貸付等契約」とあるのは「普通財産貸付等契約」と、第２０条中「行政財産貸付等契約」とあるのは「普通財産貸付等契約」と、「行政財産の」とあるのは「普通財産の」と、第２１条中「行政財産貸付等契約」とあるのは「普通財産貸付等契約」と、第２２条中「行政財産貸付等契約」とあるのは「普通財産貸付等契約」と、「行政財産の」とあるのは「普通財産の」と、第２３条中「第１８条第５号」とあるのは「第２６条において読み替えて準用する第１８条第５号」と読み替えるものとする。
第６章　指定管理者の選定等において講ずべき措置
（指定管理者の選定の不対象）

第２７条　市長は、指定管理者の指定を受けるべき者を選定する場合において、その指定を受けようとする法人等が暴力団又は暴力団密接関係者であるときは、当該法人等を選定しないものとする。

（誓約）

第２８条　市長は、施設条例（条例第９条第１項に規定する施設条例をいう。以下同じ。）の規定により指定管理者の指定の申請をする者に対し、その申請の際、自らが暴力団又は暴力団密接関係者に該当しない旨等を書面により誓約させるものとする。

（基本協定書の記載事項）

第２９条　市長は、施設条例の規定により指定管理者に特定施設の管理を行わせる場合において、市と当該指定管理者との間で締結される協定でその指定の期間中に適用されるもの（特約等を含む。以下「基本協定」という。）の書面に、次の各号に掲げる事項（当該基本協定に、指定管理者が行うべき業務（以下「指定管理者業務」という。）の全部又は一部を第三者に行わせてはならない旨の定めを設ける場合は、第４号、第５号及び第６号後段に掲げる事項を除く。）を記載するものとする。
⑴　市長は、基本協定の相手方に対し、役員等の氏名その他の必要な情報の提供を求めることができ、これらの情報を尼崎南警察署長等に提供することにより当該基本協定の相手方が暴力団又は暴力団密接関係者であるかどうかについて意見を聴くことができること。

⑵　市長は、前号の規定による意見の聴取により得た情報について、指定管理者業務以外の業務において排除措置を講ずるために利用し、又は他の実施機関に提供することができること。

⑶　市長は、基本協定の相手方が第３１条各号のいずれかに該当するときは、その指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて指定管理者業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができること。

⑷　基本協定の相手方は、指定管理者業務の一部を第三者に行わせようとする場合は、暴力団等にこれを行わせないこと（既に当該第三者との間で契約（特約等を含む。以下この章において同じ。）を締結している場合にあっては、当該契約を解除すること）。

⑸　基本協定の相手方は、指定管理者業務の一部を第三者に行わせる場合において、当該第三者が暴力団等であることが判明したときは、直ちに、その旨を市長に報告すること。

⑹　基本協定の相手方は、指定管理者業務の履行に当たり、暴力団等から当該指定管理者業務の妨害その他不当な要求（以下この号において「不当介入」という。）を受けたときは、直ちに、その旨を市長に報告し、及び警察に届け出て、捜査に必要な協力を行うこと。指定管理者業務の一部を第三者に行わせる場合において、当該第三者が暴力団等から不当介入を受けたときも、同様とすること。

（再委託契約の不締結等の要求）

第３０条　市長は、指定管理者（指定管理者となる者を含む。以下この条において同じ。）が指定管理者業務の一部を第三者に行わせる場合において、当該第三者が暴力団等であることが判明したときは、当該指定管理者に対し、当該第三者との間で契約を締結しないこと（既に当該第三者との間で契約を締結している場合にあっては、当該契約を解除すること）を求めるものとする。

（指定の取消し等）

第３１条　市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、当該指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて指定管理者業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。

⑴　指定管理者が暴力団又は暴力団密接関係者であることが判明したとき。

⑵　指定管理者が、指定管理者業務の一部を第三者に行わせる場合において、当該第三者が暴力団等であると知りながらその契約を締結したと認められるとき。

⑶　指定管理者が前条の規定による要求に従わなかったとき。

⑷　前各号に掲げるもののほか、指定管理者が正当な理由なくその基本協定の条項に違反し、その違反により暴力団を利する行為をし、又はそのおそれがあると認められるとき。

（警察署長への照会等）

第３２条　市長は、施設条例の規定により、指定管理者の指定を受けるべき者を選定しようとし、若しくは選定した場合、地方自治法第２４４条の２第３項の規定により、指定管理者を指定しようとし、若しくは指定した場合又は指定管理者（指定管理者となる者を含む。）が指定管理者業務を第三者に行わせようとし、若しくは行わせた場合において、これらの者が暴力団等である疑いがあるときその他必要があると認めるときは、これらの者が暴力団等であるかどうかについて、尼崎南警察署長等へ照会し、その意見を聴くものとする。
（警察署長への届出等）

第３３条　第９条の規定は、第２９条第５号又は第６号の規定による報告を受けたときについて準用する。
第７章　雑則
（警察署長への照会等の方法）
第３４条　第８条、第１３条、第１５条、第２２条（第２６条において準用する場合を含む。）、第２５条及び第３２条の規定による尼崎南警察署長等への照会及び意見の聴取並びに第９条（第２３条（第２６条において準用する場合を含む。）及び前条において準用する場合を含む。）の規定による尼崎南警察署長等への届出等（次項において「照会等」という。）は、危機管理安全局危機管理安全部生活安全課において取りまとめたうえで行うものとする。

２　照会等は、別に本市が兵庫県警察との間で締結した「尼崎市の事務事業からの暴力団等の排除に関する合意書」（平成２５年５月２８日締結）に定める様式により行うものとする。

（補則）

第３５条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、主管局長が定める。
付　則

（施行期日）

　この要綱は、平成２５年７月１日から施行する。
（経過措置）

２　第２章の規定及び第３４条の規定（第８条の規定による尼崎南警察署長等への照会及び意見の聴取（以下「照会等」という。）並びに第９条の規定による尼崎南警察署長等への届出等（以下「届出等」という。）に係る部分に限る。）は、この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）以後に行われる契約規則第５条の規定による公告に係る一般競争入札、契約規則第２０条第２項の規定による通知に係る指名競争入札、契約規則第２３条の規定による見積書の徴収及び契約規則第２６条において準用する契約規則第５条の規定による公告に係るせり売りに係る契約について適用する。

３　第３章の規定及び第３４条の規定（第１３条の規定による照会等に係る部分に限る。）は、施行日以後の申請に係る補助金等の交付について適用する。

４　第４章の規定及び第３４条の規定（第１５条の規定による照会等に係る部分に限る。）は、施行日以後の申請に係る特定施設の利用及び特定施設における行為について適用する。

５　第５章第１節第１款（第２６条において準用する場合を含む。）の規定及び第３４条の規定（第２２条（第２６条において準用する場合を含む。）の規定による照会等及び第２３条（第２６条において準用する場合を含む。）において準用する第９条の規定による届出等に係る部分に限る。）は、施行日以後の申請に係る行政財産の貸付け等及び普通財産の貸付け等について適用する。

６　第５章第１節第２款の規定及び第３４条の規定（第２５条の規定による照会等に係る部分に限る。）は、施行日以後の申請に係る行政財産の使用について適用する。

７　第６章の規定及び第３４条の規定（第３２条の規定による照会等及び第３３条において準用する第９条の規定による届出等に係る部分に限る。以下同じ。）は、施行日以後の指定の申請に係る指定管理者の指定を受けるべき者及び指定管理者について適用する。

８　前項の規定にかかわらず、この要綱の施行の際現に指定されている指定管理者であって、その指定の期間が平成２６年４月１日を越えるものについては、第６章（第２７条及び第２８条を除く。）の規定及び第３４条の規定は同日から、第２８条の規定は施行日から適用する。この場合において、第２８条中「施設条例（条例第９条第１項に規定する施設条例をいう。以下同じ。）の規定により指定管理者の指定の申請をする者に対し、その申請の際」とあるのは「指定管理者に対し、市と当該指定管理者との間で締結される協定で平成２６年度中に適用されるものの締結時までに」と、第２９条中「施設条例の規定により指定管理者に特定施設の管理を行わせる場合において、市と当該指定管理者との間で締結される協定でその指定の期間中に適用されるもの（特約等を含む。以下「基本協定」という。）の書面に」とあるのは「市と指定管理者との間において、市と当該指定管理者との間で締結されている協定でその指定の期間中に適用されるもの（特約等を含む。以下「基本協定」という。）の特約として」と、「を設ける」とあるのは「が設けられている」と、「記載する」とあるのは「書面により確認する」と、第３０条中「既に」とあるのは「平成２６年４月１日以後に」と、第３１条第２号中「その契約」とあるのは「平成２６年４月１日以後その契約」とする。

９　第２項から前項までに規定するもののほか、この要綱の施行について必要な経過措置は、主管局長が定める。

付　則

（施行期日）

　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。
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